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（NF）との連携強化にも努めた。パートナーミーティングで
は、マーケティングパートナーに対して東京2020大会に関
する情報を有効的に提供し、意見交換した。また、NF協
議会では、オリンピック競技とパラリンピック競技合同での
開催となったことから、それぞれのNFが一堂に会し、東
京2020大会の開催準備に関する情報を共有し、意見交
換する機会となり、東京2020大会のオリンピックとパラリ
ンピックを一体のものとするという在り方を体現することが
できた。

ガバナンス

　オリンピック・パラリンピックという国民的関心の大きな
事業を担う組織委員会では、事業を公正かつ適正に進め
ていくことが求められることから、組織のガバナンスを高め
ることが非常に重要であった。
　2015年７月に発表した東京2020エンブレム（旧エンブ
レム）の選定に関しては、国民から様々な批判を受け、組
織運営を抜本的に見直すきっかけとなった。旧エンブレム
は、製作者のデザインに類似する作品の存在が各方面か
ら指摘されたことに加え、一部のデザイナーに公募前に参
加を要請するなど、デザインの選定過程に不明瞭さや密室
性があったことが問題視された。そのため、組織委員会で
は、当該エンブレムの選定を取り下げ、新たな東京2020
エンブレムを改めて公募するとともに、民間有識者による
調査チームの協力も得ながら、旧エンブレムの選定の考え
方、選考過程、発表から取下げに至る経緯などを幅広く
検証し、様々な反省点を浮かび上がらせた。同時に、得ら
れた反省を教訓として生かし、その後の組織運営に取り入
れていった。
　組織委員会では、この問題を契機にガバナンスの重要
性を再認識し、オープンで透明性の高い意思決定プロセ
スの確保や内部統制の強化など、その後の東京2020大
会の準備における各フェーズでの体制の変化と組織の拡
大を見据えた様々なガバナンス改革を進めた。

意思決定プロセスの明確化

　旧エンブレムに係る上記の問題を受け、組織としての意
思決定プロセスをより明確にするため、2015年11月に、事
務総長や副事務総長、全局長から構成される「経営会議」
を設置した。経営会議では、当法人の業務執行等に当たっ
て勘案すべき事項を関係者の間で十分に理解し、及び共
有するとともに、様々な関係者の専門的知見を踏まえた観
点から重要事項の検討を行った。また、大会準備の進捗
に応じ、副事務総長を増員し、担当分野の重点化を図る
とともに、担当副事務総長の下に「組織・人事会議」や

「チケッティング関係局長会議」、「輸送関係局長会議」な
どの関係局長会議を設置することで、組織の垣根を越えた
検討や相互牽制が働くように体制を再整備した。さらに、
よりタイムリーかつ丁寧な議論ができるよう、理事会の開催
回数を増やすとともに、理事会の資料や議事要旨を公表
することで、意思決定プロセスの透明化を図った。

内部統制の仕組みの整備

　東京2020大会の開催経費には、国や東京都から多額
の公的な資金が投入されるため、東京2020大会の開催
準備を進めるに当たっては、合規性、経済性、効率性、有
効性等の観点から、適切に取り組むことが求められた。そ
のため、組織委員会では、組織の発展段階に応じ、様々
な内部統制の仕組みを整備した。
　2014年５月には、組織委員会内の法的な支援体制を構
築するため、法務課を設置した。また、同年７月には、当
法人の制度、組織、業務活動等の有効性、効率性等を検
証し、改善するために、監査課を設置し、内部監査の実
施体制を整備した。
　2016年１月には、法務課を法務部に拡充し、法的なサー
ビスやコンサルティング機能を強化するとともに、監査課を
監査室へと組織改編し、事務総長直轄組織にすることで、
独立性及び透明性を高め、牽制機能の強化を図った。ま
た、監査室や法務部を経営会議へ参加させることで、監
査及び法務両面での牽制機能を強化した。

コンプライアンスの推進

　組織委員会は、高い公益性を持つと同時に、役職員は、
刑法その他の罰則の適用について、法令により公務に従
事する職員とみなす、いわゆる「みなし公務員」となるため
（オリパラ特措法第28条）、法規等を遵守し、及び尊重し、
社会的信頼を確保することは非常に重要であった。また、
組織委員会の職員は、国や自治体、マーケティングパート
ナーを始めとする民間企業などの様々な派遣元で構成さ
れることから、職場のルールの共通理解の下、規律正しい
組織づくりを行うため、内部規程とそれを遵守するための
コンプライアンス体制の整備を推進した。
　加えて、組織委員会では、組織全体のコンプライアンス
向上を目的として、チーフ・コンプライアンス・オフィサー
（CCO）を設置するとともに、コンプライアンス委員会を設
置及び開催し、CCOを中心としてコンプライアンスに係る体
制の構築及びその推進に関する事案を検討し、及び審議
した。さらに、不正行為等の早期発見と是正を図るため、
公益通報を受け付ける内部窓口及び外部窓口を設置した。
　こうした取組に加え、職員が高い使命感を持ち、厳正
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